
■平成29年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・比
較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

社
会
福
祉
課

　生活保護システム等各種ＩＣＴ
システムにおける機能活用度を
上げる

B

　生活保護システム等ＩＣＴシ
ステムの機能をフル活用す
るため、機能や業務フロー等
を見直すとともに、職員のス
キルを向上させる。

　業務で使用しているシ
ステムについて、その機
能を活かすことで、さらな
る業務改善ができる状況
にある。

年度末まで

　生活保護システムや障がい者システ
ムについて、
・実業務とシステム機能が合致し、又は
合致させるための課題が明確な状態。
・使用する職員が上記内容を十分理解
し、活用について同じ意識やベクトルを
もつ。（使いにくいで終わらない）
・可能なものから、システムが改善され
ている状態。

・システムを活用する係内での操作研
修や活用の話し合いを実施する。
・操作マニュアル等の改善
・システム保守業者との協議

（生活保護システム）
・システム保守業者と打合せを実施
し、現システムでできる機能とできな
い機能の見極めを行った。また、操作
が適切に行われない場合のリスクに
ついての把握を行った。
（障がいシステム）
・システム保守業者と月１回打合せを
実施し、不都合な点・箇所が発見され
る度、修正を行っている。また、来年
度の報酬改正に伴うシステム変更に
ついても、情報が入り次第協議を実施
している。

（生活保護システム）
・操作が適切に行われないことのリス
クについて職員間で話し合いを行う。
・本当に必要な機能について精査し、
カスタマイズについて予算要求する。
・操作マニュアルの見直し。
（障がいシステム）
・カスタマイズについての協議を実施
し、改善できるものについては予算要
求する。
・死亡や転出により廃止等の手続きが
完了していないもの処理を実施する。

(生活保護システム）
・操作が適切に行われない場合のリ
スクについて職員が理解した。

（障がいシステム）
・平成３０年度報酬改正分（平成２９
年度先行分）については、契約締結
済み。
・転出による廃止等の手続きが完了
していないもの処理を実施する。
（死亡分は処理済み）

(生活保護システム）
・操作が適切に行われない場合のリス
クについて職員間での話合い
・既存システムのカスタマイズ（債権管
理機能の追加）

（障がいシステム）
・平成３０年度報酬改正分（平成２９年
度先行分）については、契約締結済
み。補助申請も行った。
・死亡分については、該当者へ手続き
の勧奨通知を発送し、処理完了。

(生活保護システム）
債権管理に係る必要情報をケースワー
カーが簡単に確認・出力できるようになっ
た。

（障がいシステム）
・平成３０年度報酬改正分（平成２９年度
先行分）については、スムースな移行が期
待できる。平成３０年度分の契約事務あ
り。
・手帳台帳が実態と整合している。

重
点
取
組
①

社
会
福
祉
課

フードドライブの仕組みづくりに
ついて検討し、支援する

B

　市や関係団体の連携によ
り、生活困窮等により食べ物
に不自由している方に食料
を提供するフードバンク活動
を後押しするための仕組み
（フードドライブ）を立ち上げ
る。

　秋田市でフードバンク
活動を行っている団体か
ら、市内の生活困窮者や
生活保護申請者等に対
し、食材等が提供されて
いる。

年度末まで

・市や関係団体の連携により、市
民等から食材の提供がなされ、
フードバンク活動を実施している
団体の活動が円滑に実施されて
いる。
・市民等の食品ロスが軽減されて
いる。

・先進事例の検証
・食料給付対象要件等の検討
・関係機関との調整
・実施要綱制定
・政策会議
・市民への周知
・試行

下記取組みを行い、10月上旬までに
社会福祉協議会が実施するフードドラ
イブ事業に協力し、庁内で食料品を受
付ける体制づくりを行った。
・先進事例の検証
・関係機関との調整
・市民への周知

食料品の提供状況をみたうえで必要
があれば次の取組みを行う。
・市民や企業への事業周知

社会福祉協議会が実施するフードド
ライブ事業に協力し、庁内で食料品
を受付ける体制づくりを整備した。

※ 食料品の受付数：229ケ

・先進事例の検証
・関係機関との調整
・市民への周知

市民から食材の提供がなされ、フードバン
ク活動を実施している団体の活動も円滑
に実施されている。

重
点
取
組
②

社
会
福
祉
課

第５期横手市障がい福祉計画の
策定

Ａ
　障害者総合支援法に規定
された第５期障がい福祉計
画の完成

・Ｈ２７～Ｈ２９年度まで第
４期障がい福祉計画実
施中

年度末まで

・第5期障がい者福祉計画（Ｈ30～
32年度）の策定

（計画内容）
・サービスの目標値が設定されて
いる。
・地域生活支援拠点整備事業、障
がい児支援の提供体制について
定められている。

・計画策定支援業務委託
・アンケートの実施
・策定委員会の設置（要綱含む）
・自立支援協議会ほか関係部署・機
関との協議
・パブリックコメント、政策会議
・議会報告
・市民への周知

・市内の障がい関係手帳所持者を
対象にアンケート調査を実施した。
・市内障がいサービス事業者及び
横手支援学校を対象にアンケート調
査を実施した。
・策定のための委員会メンバーを選
任した。

策定に向け、計画策定委員会によ
る協議をはじめ、各段階で庁内・議
会等へ説明を行っていく。
　・アンケートの調査結果
　・各サービスの見込み
　・計画の骨子、素案の作成等
　・計画案の審議

・第２次横手市障がい者計画（改
訂）・第５期障がい福祉計画・第１期
障がい児福祉計画の策定を完了。

・策定支援のためのコンサルを選定。
・市民（65歳未満障がい者2,000人）及
び市内事業者（19事業者）を対象とし
たアンケート調査を実施。
・計画を策定するための委員会を立ち
上げ、3回の協議を実施。
・計画の内容について、市幹部・議会・
市民（パブコメ）への説明と協議を実
施。

・新規サービスを含め、H30年度からH32
年度までの障がい福祉施策・サービスに
関する成果目標の設定と計画的なサービ
ス提供が担保された。

重
点
取
組
③

社
会
福
祉
課

被保護世帯の自立支援の推進 Ａ
　被保護世帯の就労・自立支
援

　平成28年度被保護世
帯の「その他世帯」136世
帯中、67世帯が就労して
いない。

年度末まで

・就労開始による自立11世帯を目
指す。
・現在就労している世帯の就労継
続及び増収を図る。

・就労支援専門員と連携し、要保護世
帯の就労支援
・市民サービス課、民生委員と連携
し、被保護世帯の生活状況の把握
・就労阻害要因の把握
・ハローワークへの同行訪問

・稼働収入の増による廃止　7件。

有効求人倍率は高いが、被保護者
の稼働能力とにギャップがある。
障害者雇用枠、就労支援サービス
等も活用していく。

・稼働収入の増による廃止　13件

・就労支援専門員と連携し、要保護世帯
の就労支援
・市民サービス課、民生委員と連携し、
被保護世帯の生活状況の把握
・就労阻害要因の把握
・ハローワークへの同行訪問

保護世帯数、受給者数とも減少している
（2月末現在　年度当初比　-19世帯　-39
人）。

健康福祉部　社会福祉課 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標達成の状況【output・input】目標に対する活動（上半期レビュー）目標の内容



■平成29年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・比
較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

子
育
て
支
援
課

お客様をお待たせしない接遇の
実施

B
お客様をお待たせしない
接遇の実施

・廊下で人を探す来
客が稀にいる。
・３コールを越えてか
ら電話に出る例があ
る。

年度末 ・お客様をお待たせしない

・来客が目で人を探す前に声掛
けを行う。
・電話は２コールで出ることを心
掛ける。

・窓口に来たお客さんだけでな
く、廊下などでも自らあいさつを
して対応をした。
・電話は２コールで出ることを心
掛けた。

・「お客様をお待たせしないこと」
を意識し、引き続き対応する。
・隣の課が近く、どの課へかかっ
てきた電話か判断できずに対応
が遅くなることがあるが、できる
だけお待たせしないよう対応す
る。

・「お客様をお待たせしないこと」を
意識し、対応することができた。

・窓口に来たお客さんだけでなく、廊下
などでも自らあいさつをして対応した。
・電話は２コールで出ることを意識し課
員みんなで取り組んだ。
・子ども連れのお客様の手続きがス
ムーズに行われるように、またお待た
せする場面が生じたときのことを考
え、季節感を取り入れてレイアウトする
など、カウンター周辺の環境を整え
た。

・「お客様をお待たせしないこと」を意識す
ることは、「相手の立場に立った行動をと
る」という意識にもつながり、基本に立ち
返ることができた。
・お待たせする場面でも、相手の立場に立
ち、工夫することができた。

重
点
取
組
①

子
育
て
支
援
課

計画に基づいた教育・保育施設整
備及び公立保育所民営化の着実な
推進

Ａ
整備事業

民営化事業

平成28年度に教育・保
育施設整備計画及び公
立保育所民営化計画を
策定済み

年度末

・私立保育所改築整備完了　1
件
　（和光保育園）
・公立保育所民営化法人の決定
2件
　（植田・睦合統合保育所、たい
ゆう保育園）
・平成30年度整備予定の2施設
の概算プランの確定

・移転改築に係る相和会との連絡・
調整
・保育所整備補助金及び貸付金の
交付
・民営化に際しての条件等の整理・
検討
・用地選定及び法人募集・選定につ
いて関係各課との協議
・民営化法人選定委員会の設置及
び募集要項の作成
・地域住民、保護者、保育士等関係
者を対象とした説明会の開催
・平成30年度改築予定の2法人との
事業計画・概算設計額等に関する
協議

・和光保育園移転改築に係る保育
所整備補助金に関する協議・交付
申請　交付決定額：102,381千円
（H30解体工事分を除く）
・和光保育園移転改築に係る県社
会福祉整備資金借入に関する協
議・申込　借入額：20,000千円
・公立保育所民営化に係る用地選
定に関し、就学前児童保護者を対
象としたアンケート調査を実施（回
収率67.7％）
・保育法人経営協総会や主任児童
委員連絡会研修、学校長会等にお
いて民営化計画概要を説明
・民営化対象3保育所の保護者説明
会開催（8月）
・たいゆう保育園、十文字地域4保
育所の非常勤職員との意見交換会
開催（9月）
・民営化法人公募要項、法人候補
者選定委員会設置要綱・実施要領
の作成（9/25政策会議付議・10/2決
定）
・財政課、財産経営課、人事課、地
域局、建設部等関係各課との協議・
調整
・H30年度整備予定の土屋幼稚園、
こひつじ学園との協議

・和光保育園移転改築工事の期間
内完了に向けた進捗状況確認、完
了検査実施
・H30年度実施の和光保育園既存
園舎解体工事に係る保育所整備補
助金に関する協議・交付申請
・民営化法人公募開始（10/10～
12/8）
・民営化法人候補者選定委員会設
置要綱制定（総務課協議、法令審
査会）
・民営化法人候補者選定委員会開
催（12月・1月の2回開催）
・移管に伴う条件等について、移管
先法人との協議・調整
・民営化対象3保育所の保護者説明
会開催
・たいゆう保育園、十文字地域4保
育所の非常勤職員との意見交換会
開催
・地域づくり協議会等における公立
保育所民営化の周知
・財政課、財産経営課、人事課、地
域局、建設部等関係各課との協議・
調整
・H30年度整備予定の土屋幼稚園、
こひつじ学園の事業計画、概算設
計額等に関する法人との協議、H30
年度当初予算措置に関する財政課
との協議

○私立保育所改築整備完了　1件
　（和光保育園）
　3/16 中間検査→4/1 開園
　※完了検査はH30現園舎解体工
事完了後

○公立保育所民営化法人決定　2
件
　・植田・睦合統合保育所（仮
称）・・・（福）一真会
　・たいゆう保育園・・・（福）旭保育
園

○平成30年度整備予定の認定こど
も園2施設の概算プラン確定（認定
こども園整備交付金、保育所等整
備交付金協議完了）
　・認定こども園土屋幼稚園・保育
園
　・認定こども園こひつじ
　※2施設ともにH30～31年の2ヵ年
事業

○私立保育所改築整備事業
〈保育所整備補助金〉
　・4/21 保育所等整備交付金協議書提出
　・5～8月 法人との協議
　・6/2 交付金内示（国→市）
　・7/11 交付決定（国→市）
　・10/5 補助金交付申請（法人→市）
　・10/25 補助金交付決定（市→法人）
　・2/22 保育所等整備交付金協議書提出（H30解体工事
分）
〈整備資金貸付〉
　・9/4 資金貸付申請（法人→市）
　・10/2 資金借入申込（市→県）
　・10/12 資金貸付決定（県→市）
　・10/25 資金貸付決定（市→法人）

○公立保育所民営化法人決定
　・6月 用地選定に係る就学前児童保護者アンケート調査
　・7～9月 公募要項、選定委員会実施要領、審査基準、Ｑ
＆Ａ作成
　・8月 植田・睦合保育所、たいゆう保育園保護者説明会
　・9月 十文字地域4保育所・たいゆう保育園非常勤職員と
の意見交換会
　・9～10月 建設用地条件等協議（建設部）
　・9～11月 保育士処遇改善協議（人事課、財政課）
　・10月 十文字地域4保育所・たいゆう保育園非常勤職員
意向調査
　・10～12月 選定委員会設置要綱策定
　・10/10～12/8 民営化法人公募
　・11/20 大雄地域づくり協議会報告
　・12/5 十文字地域づくり協議会報告
　・12/18 第1回選定委員会
　・2/5 第2回選定委員会
　・2/19 民営化法人決定（政策会議）
　・その他、財政課、地域局、財産経営課等関係各課と随時
協議・調整

○平成30年度整備予定2施設の概算プラン
　・6～2月 法人との協議
　・12～3月 認定こども園整備補助金交付要綱策定
　・2/22 認定こども園整備交付金、保育所等整備交付金協
議書提出

○安全・安心な保育環境でゆとりある保育
事業を実施するとともに、新たに休日保育
事業や病児保育事業（体調不良児対応
型）、障がい児保育事業など、多様なニー
ズに対応する保育サービスの充実

○平成32年度の植田・睦合統合保育所
（仮称）、たいゆう保育園の民営化移行に
係る設置・運営法人との具体的協議の開
始

○認定こども園2施設の整備計画の着実
な推進

重
点
取
組
②

子
育
て
支
援
課

放課後児童クラブの運営の見直し A

・放課後児童クラブ5・6年生
までの受入れ対象の拡大
・今後の事業の進め方の検
討

・5・6年生受入れ実施状
況：17小学校区のうち6
小学校区（朝倉、栄、大
森、雄物川、十文字第
二、大雄）

年度末

・平成32年度の6年生までの受
入れ完全実施に向け具体的な
プラン作成の準備を行う。
・5・6年生受け入れの拡大、平
成30年度　2小学校区
・条例・運営規程の見直しを行う
・独自運営指針の必要性を検討
する。

・担当者検討会の実施。
・各クラブの運営実態の把握・整
理。
・委託を含む事業実施に向けた準
備を進める。

・10/5担当者会議の開催準備。
・各クラブの運営実態把握のための
準備。
・Ｈ30年度以降、学童施設運営を法
人へ委託するための調整（1箇所）
・条例の開所日数・開所時間等の見
直し検討。
※わんぱく館が類焼したことによ
る、学童保育「わんぱく」を移動して
実施するのための対応（8/22～）

・横手北小の学童施設について、利
用者増が見込まれることにより、Ｈ
30に向けて施設の増設・の準備。
・わんぱく館類焼の影響による学童
「わんぱく」利用児童の、今後の利
用施設等についての調整。
・条例改正に向けての協議。
・Ｈ29・30年度の5・6年生新規受け
入れについて検討と調整の実施。

・学童保育「どんぐりっこ」5・6年受け
入れ検討・調整。
・学童保育「金沢」、学童保育「境
町」の増設。
・学童保育「わんぱく」かまくら館へ
の移転。
・学童保育「どんぐりっこ」5・6年受け
入れ検討。
・南小学校区１ケ所委託運営準備。
・運営指針の必要性の検討。

・金沢孔城館・境町公民館との調整。
・スクールバスの関連でも教育委員会
との調整。
・かまくら館との調整。
・Ｈ30委託に向けての、明照福祉会と
の調整。
・実態把握のよる運営指針必要性の
確認。

・利用児童数の増加に伴い、施設の増設
を行うことができた。
・類焼施設の代替等次年度に向け調整を
行うことができた。
・特に委託運営を推進していく上でも運営
指針の必要性の確認ができた。
・5・6年生の受入れ未実施な小学校の施
設については、施設の増設が必要であ
り、1～４年生までの利用増の対応に加え
Ｈ31年度までに計画を立てていくことが必
要である。
・開所時間に関連する条例改正は、今回
見送ったが運営規定の中に盛り込む方針
で考えていく。

重
点
取
組
③

子
育
て
支
援
課

保育所等における保育の質の向上
（入所児童の処遇の向上）
及び保育士の処遇改善

Ａ

保育所等は、子どもが生涯
にわたる人間形成にとって
極めて重要な時期に、その
生活時間の大半を過ごす
場である。子どもの最善の
利益を考慮した保育が行わ
れるよう、入所児童の処遇
を向上させる。合わせて、
保育士の処遇改善を行う。

・研修会は首都圏や秋
田市で行われることが
多く、移動に時間を要す
る。
・幼保係は法律的見地
からの指導になり専門
性が低く、現場に即した
指導を行いにくい。
・一部に保育士不足が
見られ、児童の処遇が
懸念される。

年度末
（取組は、平成30年
度以降も状況に応じ
て継続する）

・研修会の開催により、保育内
容を高める。（開催２回以上）
・幼保係に専門職員を配置し、
通常は所内研修等に参加し、指
導監査時は専門的見地から指
導を行う。
・国の処遇改善加算Ⅱの新設に
よる改善について、適切に指導
を行う。

・保育の質向上のための研修会の
開催
・指導監査体制の強化（幼保係へ専
門職員の配置、栄養士による指導
等）
・監査による指摘事項及び改善状
況等の公表
・保育所所内研修へ外部講師の招
へいの推進
・処遇改善加算Ⅱを説明会等でわ
かりやすく伝えていく。

・モデル事業による第1回目の研修
会の開催及び幼保小教職員による
相互体験事業等を実施
・7月から専門職員を配置（教育・保
育アドバイザー1名）
・7/24に横手市保育協議会私立部
会において説明会を行い、申請をと
りまとめた（2施設を除く。）。
・監査（経理部門）で指摘した点につ
いて、税理士と連携を取りながら仕
訳方法を示す等、具体的な指導を
行った。

・モデル事業は専門性の高い事業
であり、アドバイザーの育成が急が
れる。
・実績報告に向けて、様式の作成
等、具体的な報告方法、計算方法を
検討する。また、質問が多く予想さ
れることから、丁寧に対応していく。
・監査（経理部門）での指導におい
て、保育所が理解しにくい部分につ
いては、園の税理士と園との通訳役
を果たしていく。

・保育実践力向上研修会を計3回開
催した。
・幼保係に教育・保育アドバイザー
を1名配置した。
・要請訪問について、5月から2月末
まで10施設で計23回の訪問を実
施。
・保育所等全38施設及び6法人の指
導監査、確認監査、立入調査を実
施。

・賃金改善実績報告の様式を示し
た。
・加算決定通知を送付した。

・研修会開催のための企画及び準備。
・要請訪問においてアドバイザーを派
遣。
・特に指導を要する施設へ特別指導
監査及び改善勧告を実施。
・監査による指摘事項及び改善状況
等について3月に公表。
・本年度新設された処遇改善Ⅱについ
て、施設・事業所の疑問へ随時回答し
ている。

・研修会の開催により、保育の質の向上
及びキャリアアップ等を図ることが出来
た。
・教育・保育アドバイザーの配置によって、
各施設へ適切な助言・指導を行うことがで
きた。
・訪問要請が無かった又は少なかった施
設に対し、積極的に働きかけを行い、訪問
につなげた。
・監査及び改善勧告によって、適切な助
言・指導を行い、是正の措置も講じた。
・処遇改善Ⅱは希望するすべての施設
（21施設）へ承認通知を出すことができ
た。また、来年度開始予定の法人に対し
ても、具体的方法を示したり、疑問点につ
いて回答し、改善ができるだけ広く行われ
るよう配意している。

重
点
取
組
④

子
育
て
支
援
課

子どもの貧困対策推進計画の遂行 A

H28年度末に策定した子ど
もの貧困対策推進計画に
ついて、進捗管理の手法や
推進のための連携体制を
整える。
また、4つの重点項目を基
にした各種支援制度を、市
民に発信し、周知に努め
る。

・進捗管理の手法につ
いて未設定である。
・市内外の関係機関と
は、ケースに応じて情
報共有しながら支援し
ている状況である。
・部局横断的な視点か
らの周知が不足してい
る。

年度末

・庁内WGにて、進捗管理の手法
を明確にする。(開催１回以上）
・関係機関等へ本計画を周知
し、推進のための連携体制を強
化する。(横手市校長会等庁外
への説明１回以上）
・市民に対し、分かりやすい表記
や周知の方法を検討し、実施す
る。

・庁内WGにて、進捗管理の手法に
ついて検討する。
・計画を周知しながら、現在の連携
体制について評価・検討し、今後の
連携の在り方について検討する。
・ホームページ等により分かりやすく
各種支援制度を周知する。

・庁内ＷＧを1回開催した（5/26）
・関係機関へ、周知の説明を7回実
施した（校長会・かがやき教室・ＳＳ
Ｗ・要対協・主任児童委員・いじめ
対策委員・生徒指導主事部会）
・ＨＰの原案を作成した

・庁内ＷＧを1回開催予定
・関係機関へ、周知の説明を1回実
施予定（11/10養護教諭部会）
・活用してもらえるようなＨＰを作成
し、公開する
・成果がすぐに示せる内容ではない
が、必要な支援が確実に届くことを
念頭に置きながら、進捗管理の手
法を明確にしていく。

・庁内ワーキンググループを１回開
催した。
・関係機関への周知を９回実施し
た。（校長会・かがやき教室・ＳＳＷ・
要対協・主任児童委員・いじめ対策
委員・生徒指導主事部会・養護教諭
部会・青少年問題協議会）
・ＨＰを公開した。

・関係機関へ本計画を周知する機会を
積極的に設け、周知に努めた。
・庁内ワーキンググループにおいて、
事業の関連やつながりを意識しなが
ら、リンク先の指定などを確認し、ＨＰ
を公開した。

・関係機関へ周知することにより、横手の
現状や支援施策について共有する機会を
持つことができ、次年度以降へつなげてい
く必要性が明らかになった。
・成果がすぐに示せる内容ではなく、進捗
管理の手法を明確にできなかったが、関
わる皆さんとのつながりを密にし、常に意
識し考え続けていくことが重要であること
を確認できた。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　子育て支援課 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成29年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・比
較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

高
齢
ふ
れ
あ
い
課

業務日報とスケジュールの見え
る化の徹底

A
ＧＷ（内部情報系）のス
ケジュールと業務日報の
活用

簡易なスケジュール
が未入力
業務日報の活用が不
十分

Ｈ２９年度中

ＧＷのスケジュールで職員の
日程が把握できる。

業務日報により、振り返りや
進捗状況の確認を可能とす
る。

業務の大小にかかわらずスケ
ジュールは必ず記入

業務日報は時間をおかず記入

・係、個人により、入力基準が異
なり十分に活用できていない。

10月中、基準の確認

・GWのスケジュールへの入力は習
慣化されつつある。
・業務日報は個人差が大きく、後
日、業務に活用できる職員とできな
い職員とに分かれた。

課内打合せでの勧奨

　年明け業務が過密になり、共有システム
での業務日報の入力に気が回らなくなっ
た。個々人のスケジュール帳には記載が
あるので、課内共有すべき事項を簡単に
記載できる様式等を考案する工夫も必要

重
点
取
組
①

高
齢
ふ
れ
あ
い
課

地域包括ケアシステムの構築と
総合事業によるサービスの展開
介護予防事業・生活支援サービ
ス事業の充実

A

①新しい総合事業にお
ける通所・訪問型サービ
スAの設立

②住民主体の介護予防
事業・生活支援サービス
の創出支援

①関係事業者との調
整、意見交換継続中
であり、新たなサービ
スが未整備

②平成28年度末現在
第１層協議体、第２層
協議体７か所設置済
生活支援コーディ
ネーター５名配置済
先行している十文字・
増田地域では資源の
洗い出しや住民の意
識啓発が始まってい
る。

①平成29年９月

②年度末までに

①事業内容の確立

②日常生活圏域８カ所に地
域ニーズに合致したサービス
の提供開始

①4月事業内容の確立
　 5月～6月事業所説明会
　 8月事業申請受付開始
　 10月　事業開始

②4月   事務局打合せ
　　5月  職員研修
　　　　  地域座談会開催支援
　　6月  包括・在介・居宅研修会
　　9月  SC養成研修
　10月  第2層構成員+SC研修会
　11月  第1・2層合同研修会
　　1月  中学生と高齢者の絆を
　　　深める取組提案コンクール
　　　発表会

①8月　事業内容の確定
　 9月14日
　 9月21日　事業所説明実施

②4月13日 こまち助け合い推進研
修会
　　5月23日  職員研修
　　6月28日　８中学校との打合せ会
　　7月12日  包括・在介・居宅研修
会
　 7月7～21日　アンケート調査（金
沢）
   8月29、30日  SC養成研修

　　※ＣＳ：生活支援コデネーター

①　10月より事業申請受付開始
　　 11月事業運営開始

②10月18日　SC研究協議会
　10月19日　SC地区別情報交換会
　　　　　　　　生活支援フォーラム
　10月28日　地域で支えあうまちづ
くり
　　　　　　　　研修会in十文字
　12月10日　第1・2層合同研修会
　　1月6日　  中学生と高齢者の絆
を深める取組提案コンクール発表
会

①　2事業所新規指定、事業開始。

②第２層協議体が定期的に開催
  ・ 話合いの中から
　  アンケート調査の実施
　　それぞれの地区の町内会へ説
明やチラシで周知等をした。
　・一部地域ではサロンや居場所が
　　開設など活動に繋ってきている。

①　2事業所事業運営開始

②4月13日 こまち助け合い推進研修
会
　　5月23日  職員研修
　　6月28日　８中学校との打合せ会
　　7月12日  包括・在介・居宅研修会
　 7月7～21日　アンケート調査（金沢）
   8月29、30日  SC養成研修
　10月18日　SC研究協議会
　10月19日　SC地区別情報交換会
　　　　　　　　生活支援フォーラム
　10月28日　地域で支えあうまちづくり
　　　　　　　　研修会in十文字
　12月10日　第1・2層合同研修会
　　1月6日　  中学生と高齢者の絆を
　　　　　　深める取組提案コンクール
　　　　　　発表会
　　3月15日　ＳＣ連絡会議
　　　　　　　　　第１層協議体開催

①新規サービス事業所開設、サービス開
始。

②当初の目標どおり日常生活圏域内での
課題やニーズの把握やサービスの創出ま
で進んでいる。

重
点
取
組
②

高
齢
ふ
れ
あ
い
課

「第７期介護保険事業・高齢者福
祉計画」（H30～H32）の策定

A 第７期計画の完成

・Ｈ27～Ｈ29年度まで
第６期介護保険事業
計画・高齢者福祉計
画実施中
・Ｈ28年度末、市民に
対するアンケート実
施、集計済

年度末までに

●　第７期計画完成
・アンケート調査の実施・分
析による結果をもとに、目標
値を設定。
・地域支援事業等の見直し、
内容の精査を行い施策の充
実。

・4月　在宅介護実態調査の実施
　　　　　　　　　　　　　　（～6月）
　　　　計画関係課所と事業検討
  5月　各部会の実施（～8月）
  6月　居宅介護支援事業所アン
ケートの実施
10月　三役への説明・市長答申
11月　政策会議
Ｈ29．1月　パブリックコメント
　　　　2月　政策会議
　　　　3月　議会報告
　　　　4月　計画スタート

　5月26日　第1回介護保険運営協
議会
　6月～　　在宅介護実態調査
　6月　　　居宅支援事業所アンケー
ト
　6月　8日　第1回地域支援部会
　7月　3日　第2回地域支援部会
　7月28日　第1回介護保険部会
　8月　9日　第3回地域支援部会
　8月21日　第2回介護保険部会
　9月　8日　第2回介護保険運営協
議会
　9月15日　第4回地域支援部会

10月　三役への説明
11月　第３回介護保険部会
　　　　第３回介護保険運営協議会
　　　　市長答申
　　　　政策会議
12月　議会説明
　　　　パブリックコメント

Ｈ29年
　2月　第４回介護保険運営協議会
　　　　政策会議
　3月　議会報告
　4月　計画スタート

計画納品に向けて、最終校正中。

10月11日　計画に関する県ヒアリング
10月12日　副市長との協議
10月23日　会長との打合せ
10月26日　政策会議担当部長会議
　　　　　　　介護保険部会
11月 6日　政策会議
　　　　　　　第３回介護保険運営協議会
11月13日　政策会議
　　　　　　　市長答申
11月15日　厚生常任委員会協議会説明
12月27日　厚生常任委員会協議会説明
 1月17日　両副市長説明
 1月25日　パブリックコメント（～2月23日）
 2月21日　第３回介護保険運営協議会
 2月26日　介護保険条例上程
３月中　第７期計画決裁

平成３０年４月１日計画施行

重
点
取

組
③

高
齢
ふ
れ
あ
い
課

介護給付費適正化対策 B

①ケアプラン内容の点検と
助言

②住宅改修の届け出内容
の審査と指導強化

①ケアプラン点検の実
施

②提出書類の係内にお
ける内容の審査
　現場確認の励行

年度末までに

①係内での点検実施前の事前
資料による研修を行い助言内容
を統一し、　実地でのケアプラン
点検における事業所の理解促
進（10事業所程度）

②業者やケアマネの事業理解
の促進のため、指導内容につい
て、担当内で打合せを行い指導
内容を統一する。

①12月担当職員の研修の実施
 　1月～3月の事業所のケアプラン
点検の実施

②疑義のある場合の現場確認の実
施（随時）

①未実施(実施期間：１月～３月）

②8/2前場確認実施

①10月27日　介護支援専門員連絡
協議会と連携した研修会実施
　 12月　担当職員の研修の実施
 　1月～3月　事業所のケアプラン点
検の実施

②疑義のある場合の現場確認の実
施（随時）

①6事業所（計18件）のケアプラン点
検を実施

②現場確認実施（1か所）

①ケアプラン点検実施
　1/23すこやか横手
　1/26居宅えがお
　1/30相和会かいご相談センター
　2/ 2オレンジ居宅
　2/ 6社協十文字福祉センター
　2/ 9ケアサポートひかり

②1/23日現場確認実施実施

①担当ケアマネジャーと直接会話し、保険
者及び事業者それぞれにおいて、ケアプ
ラン作成に関する理解を深めることができ
た。

②状況が確認され、適切な事業運営がで
き、次年度以降の業務のモデルができ
た。

重
点
取
組
④

高
齢
ふ
れ
あ
い
課

ねんりんピック秋田２０１７卓球交流
大会の開催

A 横手市交流大会（卓球）

・おもてなし事業の実施
・広報、啓発活動
・交流大会報告書の作
成

Ｈ２９年度末
（Ｈ２９．９．９～１２）

・来横者の満足度。（ありがとう、
おいしいが1,000いいね）
・リピーターの可能性を50人（10
人に1人）。
・経済効果が1人平均3万円超

・本番に向け、県卓球協会とのｼﾐｭ
ﾚｰｼｮﾝによる見える化
・ＪＡ女性部、暖簾会との調整
・プレイベント（100日前のﾁｬﾚﾝｼﾞ
ﾃﾞｰ）
・マスコミの活用
・満足度アンケートの実施

4月～　本大会開催に向けた準備作
業
5月30日　ねんりんピック実行委員
会第2回総会
5月31日　ラージボール体験イベント
（大会100日前）
8月10～11日　審判員事前講習会
8月27日　大会会場周辺クリーン
アップ
9月9日　監督会議、開始式
9月10～11日　卓球交流大会

10月　ねんりんピック事業費精算
11月　大会報告書作成
12月　ねんりんピック実行委員会第
3回総会

・交流大会の実施（9/9～11）
　選手監督492人
　実施本部体制
　→競技役員152人（うち高校生（顧
問含）39人）、市職員134人、ボラン
ティア34人
・観戦573人（2日間）
・おもてなし事業
　初日：やきそば600食＋100食、2
日目：味付ご飯
・健康づくり教室395人、マッサージ
40人
・ミニ観光ツアー先着40名→85名。
（急遽市バス2台増発で対応→大盛
況）
・実行委員会の開催（1月25日付で
解散）

・プレイベント（100日前、30日前）、ク
リーンアップの実施
・看板、幟等によりＰＲを実施
・卓球協会と現場での打合せ会
・おもてなし事業
・健康づくりコーナー
・ミニ観光ツアー
・競技主管団体、観光関係者等との事
前調整
・選手への満足度アンケートを実施

・アンケートでは当市での飲食に平均１万
円、土産に1万3千円ほど、これに宿泊費
等3万円を含めると、単純に1人当たり5～
6万円の直接の経済効果があった。
・「また来たいですか？」の問いに、「はい」
が85％（70/82）。また、「いいえ」の中には
宿泊先での食事への不満や「ゆっくりと観
光ができなかった」等の声が多かった。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　高齢ふれあい課 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成29年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・比
較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

健
康
推
進
課

執務環境改善で健康増進 Ｂ

ストレスを感じることな
く、執務に集中できるよう
な環境をつくる。

・職員数に対して、執務
スペースが狭く通路の
確保も厳しい。
・文書保管場所が散在
しており、必要なときに
すぐに取り出せる環境
をつくる必要がある。

年度末
適切な配置と利用しやすく無
駄の無い文書とデータの管
理

・キャビネットの効率的な配置
・更衣室、応接室の整理整頓
・適切な保管場所の確保

・応接室は、保管キャビネットの
扉がガラスであったため、目隠し
シートを貼った。
・文書保管場所に使用している
検査室が、災害対応で備品の保
管庫を兼ねている。

・Ｈ28保存期間満了文書の報告
に合わせ、保管場所の整理と見
直しを行う。

・短期非常勤職員のスペースを確保
し、職員との連絡調整が容易になっ
た。
・適切な保管場所への移動により、
文書等が取り出しやすくなった。
・保存期間満了文書については、速
やかな廃棄を行っていることを確認
した。

・非常勤用簡易デスクと椅子を購入し
た。
・災害対応の備品は、女子更衣室の
空きスペースに移動し、文書保管場所
を確保した。また、一か所にまとめるこ
とにより、有事の際、速やかに対応で
きるようになった。

・執務スペースについては、建物の構造
上、これ以上、確保することは難しいが、
キャビネットの配置など今後も工夫して快
適な環境をつくるよう努力する。

重
点

取
組
①

健
康
推
進
課

乳がん（40～69歳）・子宮頸がん
検診（20～69歳）の受診率の向
上

Ａ

女性の中でも罹患率の
高い乳がんと若い世代
に増加している子宮頸が
んの検診受診率を高め
る。

Ｈ２８年度受診率
乳がん検診:15.75%
子宮頸がん検診：12.07%
Ｈ２７年度受診率
乳がん検診:15.60%
子宮頸がん検診：11.89%

年度末
検診受診率
乳がん検診：１６．８％以上
子宮頸がん検診：１３．１％以上

・新たなステージに入ったがん検診
の総合支援事業の推進。
・コール・リコール事業による未受診
者対策。
・土日など休日受診が可能となる検
診体制の確立。
・医療機関方式による追加検診の
実施。

・新たなステージに入ったがん検診
の総合支援事業の推進。
・土日など休日受診が可能となる検
診体制を確立した。

・コール・リコール事業については、
11月中旬から電話勧奨を行い、11
月末～土日を含めた日程で、検診
を実施する。
・医療機関方式による追加健診を１
２月から実施する。

・通知により受診勧奨　1,303人
・電話による受診勧奨　696人
・追加検診受診者
　　　　乳がん検診　169人受診
　　　　子宮頸がん検診　165人受診
・乳がん・子宮がん検診受診率
　　　　乳がん　受診率　15.23％
　　　　子宮頸がん　11.67％

・休日の受診が可能となるように検診
の日程を設けた。
・コールリコール事業により未受診者
へ通知及び電話にて受診勧奨を実施
した。
・コールリコール事業についての効果
について受診率等を用いて評価を行っ
た。

・電話での受診勧奨を行うことにより、受
診しない理由等が確認できたり、検診につ
いて啓発する機会とすることができた。
・休日の検診について、受け入れ可能枠
に限界があり希望にこたえられない方もい
た。医療機関と連携し枠の拡大の可否に
ついて検討が必要である。
・乳がん検診については受診者166人減、
受診率0.52％減、子宮頸がんは111人減、
受診率0.4％。40～69歳については2年に
１回の検診であり同対象者である27年度
と比較すると減少率が低い。次年度実施
後の評価検討が必要である。

重
点
取
組
②

健
康
推
進
課

一次予防を重視した個人の健康
づくりの把握と推進
（栄養支援）

Ａ
若い世代の野菜摂取量
の増加

Ｈ28年度の野菜摂取状況
（横手市食習慣調査結果から）

・妊婦　     　203ｇ/日
・39歳以下男217ｇ/日 女209ｇ/日
・小学生　 男181ｇ/日 女179ｇ/日
・中高生   男208ｇ/日 女211ｇ/日

年度末
・平成２８年度野菜摂取量の数
値以上を目指す。

①まめまめ情報、市報等による調
査結果の周知とイベント等でのパン
フ配布。                 ②関係機関と
の連携をとり、小・中学校で食育教
室を実施し、子どもを通して家族全
体へ生活習慣病予防を普及啓発す
る。
③食習慣調査を実施し、摂取状況
を把握する。

・まめまめ情報夏号に調査結果を掲
載し周知した。
・小・中学校の他、高校で食育教室
を実施（8回523人）
・食習慣調査を各ライフステージで
実施。（955件）

・講習会・イベント等でパンフを配布
し、生活習慣病予防を普及啓発す
る。
・食習慣調査は、年度末に集計・分
析を実施する。

Ｈ29年度の野菜摂取状況
（横手市食習慣調査結果から）

・小学生   男性  199 ｇ/日
              女性  202 ｇ/日
・中高生   男性  211 ｇ/日
  　　　　　　女性  202 ｇ/日

①かまくらＦＭでＨ28年度の調査結果
を報告、「野菜摂取」を呼びかけた。
②小・中学校で食育教室を実施。
（18校1,197人）
③食習慣調査を各ライフステージで実
施。　（1,611件）

・小学生の男性・女性、中高生男性の野
菜摂取量の増加がみられた。
・小中学校での食習慣調査と食育教室の
実施で、早い時期からの適切な食習慣確
立のきっかけづくりにつなげることができ
た。
・食習慣調査結果を踏まえ、食習慣改善
について今後も継続して取り組んでいく。

重
点
取

組
③

健
康
推
進
課

後期高齢者歯科健診の円滑な実施
と今後の方向性を検討

Ａ

後期高齢者医療広域連合
や歯科医師会、国保担当
等と連携し、後期高齢者歯
科健診の円滑な実施を図
る。

新規事業
・既に実施の他市受診
率：5％程度
・歯周病疾患検診Ｈ22
～27年度の70歳平均受
診率：19.1％

年度末
・受診率5％以上を目指す。
・来年度の対象者を決定する。

・後期高齢者医療広域連合や歯科
医師会、国保年金課等との連携実
施。
・市報、デジタルサイネージへ掲載
し事業の周知を図る。
・個人通知での周知を図る。
・各種事業でのＰＲを実施する。

・後期高齢者医療広域連合や歯科
医師会、国保年金課等との連携実
施。
・市報、デジタルサイネージへ掲載
し事業の周知を実施した。
・個人通知での周知した。
・各種事業でのＰＲを実施した。

・Ｈ29.8.31現在で受診率は、4.6％
・Ｈ30年度対象者は、今年度の実績
等から76歳・79歳とする方向で歯科
医師会と検討を重ねていきたい。

・受診率9.3％（1,671人/18,009人）
・Ｈ30年度対象者は、今年度の実績
を踏まえ医師会と検討し、年度年齢
76歳・79歳とする。また事後措置と
して、健診時のリーフレット配布、地
域包括支援センターと連携し、口腔
機能低下者への指導を実施する。

・後期高齢者医療広域連合や歯科医
師会、国保年金課、地域包括支援セ
ンター等との連携実施。
・市報、デジタルサイネージへ掲載し
事業の周知を実施。
・個人通知での周知。
・各種事業でのＰＲを実施

・健康寿命の延伸に向けて、介護予防に
重要な要素である口腔機能向上の意識づ
けのきっかけとなった。
・介護予防のための口腔機能向上に関す
る関係機関との連携強化につながった。

重
点
取

組
④

健
康
推
進
課

若年者の高血圧症予防
（生活習慣病一次予防）

Ａ

若年者（39歳以下）の血圧
値と生活習慣の把握を行
い、結果に基づく保健指導
の実施及び高血圧症の発
症予防の啓発

20.30代男性血圧管理
者数
・Ｈ27年度：134人
　（保健指導率：56％）
・Ｈ28年度：238人
　（保健指導率：100％）
・Ｈ29年度～20.30代に
加え、10代男性の血圧
管理を新規に実施

年度末

健康の駅よこてﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ
利用者
・利用者の血圧管理100％
・5回以上の利用者
正常高値血圧（130/85mmHｇ）
以上の保健指導90％以上
・新規管理者や正常高値血圧者
について高血圧予防に関する情
報誌を配布（情報誌の配布
100％）

健康の駅よこてﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ利用
者
①若年男性の血圧管理を徹底す
る。
②5回以上の利用者で正常高値血
圧以上の方に家庭血圧測定の勧奨
や生活習慣改善の保健指導を実
施。
③家庭血圧の勧めや高血圧予防に
関する情報紙を配布し、上記対象
者以外にも必要時保健指導を行う。

健康の駅よこてﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ10～
30代男性について（9月末現在）
・利用者 326人の血圧管理100％
・5回以上の利用者38人中、正常高
値血圧（130/85mmHｇ）以上の保健
指導対象者20　人中、12人に保健
指導を実施（60％）。未実施の８名
については下半期中実施予定。
・新規利用者や正常高値血圧者に
ついて高血圧予防に関する情報誌
について配布し、啓発活動を積極的
に行っている。

健康の駅よこてﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ10～
30代男性について、今後も新規利
用者も含めて、継続して血圧や体調
の管理にあたる。
・利用者の血圧管理目標100％
・5回以上の利用者中、正常高値血
圧（130/85mmHｇ）以上の保健指導
実施率90％以上を目標とする。
・冬場は血圧高値者が増加するが、
新規利用者や正常高値血圧者につ
いて高血圧予防に関する情報誌に
ついて配布しながら、啓発活動を強
化していく。

健康の駅よこてﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ利用
者
 　10～30代利用者男性　405人
・利用者の血圧管理100％
・内、5回以上の利用者　67人中、正
常高値血圧（130/85mmHｇ）以上の
保健指導の対象者41人（61.2％が
血圧高値の状態）。
・保健指導対象者41人に対し保健
指導実施率100％（面接による保健
指導36人、通知による保健指導5
人）。通知指導実施者5人について
は今後の利用時、面接による保健
指導も実施予定。
・新規の管理者や正常高値血圧者
については、高血圧予防に関する
情報誌を配布（情報誌の配布実施
率100％）

・スタッフで情報を共有し、10～30代男
性の血圧管理を徹底している。血圧が
高めな方には安全に運動して頂く為に
その都度お声掛けし、高血圧症予防
や脳卒中予防に取り組んでいる。
・指導対象者については保健師（主
に）、健康運動指導士等が情報誌を使
用し、血圧の経過観察や受診の勧
奨、保健指導を実施。
・また左記の指導対象以外の若年の
血圧高値者についても保健指導を実
施。早期から高血圧や脳卒中予防に
関心を持ち、健康寿命の延伸にむけ、
取り組んでいる。

・昨年度10代男性で血圧が高めな方がお
り、今年度から10代も血圧管理対象者に
含め実施。10代の中には、小学生から血
圧が高めな方がいたり、最近血圧測定し
た事がなく、高いという実態を知らない方
もみられた。10代に限らず、若年男性にお
いては、血圧が高めであっても自覚症状
がない為、血圧への関心が低いことより、
高血圧や脳卒中予防という観点から関心
を高めることにつなげることができてい
る。
・また保健指導後、禁煙し、血圧が正常に
なったケースや昨年より血圧が下がった
ケースでは、血圧管理の効果を実感でき
るケースとなった。
・しかし指導対象の内、6割が血圧高値者
であることから今後も継続して血圧管理を
徹底していく必要がある。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　健康推進課 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成29年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・比
較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

業務の効率化を図る Ｂ

パソコン内の不要なファ
イル等を削除・整理し、
今後の業務の効率化を
図る

現在、使用していな
いファイル等が混在し
ており、Nドライブ内
の空き容量が少なく
なっている。

１２月

・事務事業ごとのファイルを作成
し、誰が見ても検索しやすい状
態とする。
・Ｎドライブの地域包括支援セン
ターのファイルを20%以上減少さ
せる。

・担当者会議を定期開催し、作業の
進捗状況を確認しながら効率化を
図る。
・不要ファイルの削除及び整理。
・一定の年数を経過したファイルの
削除及び整理。

・事務事業ごとのファイルを作成し、
保存・検索しやすい状態とした。
・Ｎドライブ内の一定の年数を経過し
たファイルを確認し、5%減少させた。

・Ｎドライブ内に更に不要なファイル
がないかを確認し、削除・整理をす
る。

・事務事業ごとのファイルを作成し、
保存・検索しやすい状態とした。
・Ｎドライブ内の一定の年数を経過し
たファイルを確認し、9%減少させた。

・Ｎドライブ内に不要なファイルがない
かを定期的に確認し、整理・削除をし
た。

・Nドライブ内のファイルを定期的に確認
し、整理・削除することで、使用しやすい環
境が整備された。

重
点
取
組

①

地

域

包

括

支

援

セ

ン

タ
ー

高齢者の要介護状態の予防ま
たは先送り

Ａ

チェックリストによる閉じ
こもり該当者を介護予防
教室や地域のいきいき
サロン、健康の駅、老人
クラブ等の活動につなげ
介護予防や先送りを図
る。

Ｈ２８年度チェックリス
トの閉じこもり該当者
　　　　　　　　210人

年度末

Ｈ２８年度チェックリスト閉じこも
り該当者210人のうち、105人
（50％）の方が介護予防教室や
サロン等に参加し社会交流が図
られるようにする。

・チェックリストの活用により、閉じこ
もり該当者を把握する（名簿作成）
・各事業への参加状況の確認。（各
地域局、関係部局、社協との連携）
・未把握者への家庭訪問

・H28実施チェックリストにて閉じこも
り該当者名簿を作成。（転帰・要介
護状態等）
・各地域局、健康の駅担当等に事
業参加の確認を行った。
・未把握者への家庭訪問を実施中。
・閉じこもり予防のため介護予防教
室等への参加勧奨を併せて行って
いる。

・閉じこもり該当者名簿の作成
・家庭訪問の継続。
・介護予防教室、地域サロン、健康
の駅事業等への参加勧奨を行う。

・Ｈ28年度チェックリストにより閉じこ
もり該当者者名簿を作成した。該当
者210人からさらに抽出した。166人
（転出、死亡、要介護状態等除外）
・対象者を家庭訪問にて近況確認を
した。（96人）
・介護予防教室、いきいきサロン、
老人クラブ等予防活動につながった
人
（15人、9％）

・地域局、健康の駅等関係課に対象
者の活動状況等の確認を行った。
・対象者の家庭訪問を行現在の状況
確認を行った。また予防教室等への参
加勧奨を行った。

・チェックリストデータが前年度分であり、
使用時点で本人の状態と一致していない
ことがあった。（改善がみられている、要介
護状態、死亡等）
・対象者の予防活動への先伸ばしの意識
があると感じた。目標は達成できなかった
が、対象者への訪問を通じ今後の予防活
動への啓蒙はできた。また該当者への早
期介入の必要性を感じた。

重
点
取
組
②

地

域

包

括

支

援

セ

ン

タ
ー

認知症の人やその家族が、安心
して生活できる体制整備を進め
る。

Ａ

認知症地域支援推進員
を中心に、相談体制の充
実を図り、認知症カフェ
を設置し、全市的な拡充
を図るための体制整備
を進める。

新規事業につき、比
較実績なし。

年度末

認知症カフェを、認知症初期集
中支援チームを先行的に実施し
ている西部地域に、3箇所設置。
各地域1回以上の開催を目指
す。認知症地域支援推進員が
受けた相談内容により、初期集
中支援チームへ支援対象者を
つなぐ。

上半期：認知症サポーターの協力を
得ながら、カフェの設置に向けての
PR活動。（チラシ等の作成や事業所
へのPR等。）
下半期：雄物川・大森・大雄地域で1
回以上の開催。認知症地域支援推
進員による相談やサポーターとの交
流を図る。

西部地域を中心に、キャラバンメイ
ト、認知症サポーターへ協力要請の
呼びかけをしている。また、メンタル
ヘルスサポーターのサロン立ち上げ
と一緒の方向で設置できないか調
整中である。

メンタルヘルスサロン立ち上げの話
し合いに参加し、認知症、メンタル
にこだわらず誰でも気軽に参加でき
るサロンとして開催できないか提
案。認知症地域支援推進員の協力
のもと、南部・西部に1か所設置の
方向で進んでいる。

メンタルヘルス・認知症サポーター７
名が中心となり西部地区（雄物川保
健センター）で3月6日、第1回目を開
催。参加者8名。サポーター7名は、
それぞれの役割の基、自然体で対
応できていた。参加者は会話を楽し
みながら、雰囲気よく時間を過ごし
ていた。

毎月の打合せを、会立ち上げメンバー
9名を中心に行い、意見を出し合いな
がら無理のない範囲で自分たちができ
るカフェを計画した。開催に向けてチラ
シを作成・配布し周知に努めた。メン
バーが安心して実施できる様、認知症
地域支援推進員、担当保健師が裏方
で支援しながら進めた。

・参加者8名のアンケート結果から、全員
が次回も参加したいという結果であった。
・初回ではあったが、雰囲気よく開催する
ことができ、サポーターの自信につながっ
た。30年度は月1回の定期開催とし、巡回
型での運営も検討していく。

重
点
取

組
③

地

域

包

括

支

援

セ

ン

タ
ー

地域ケア会議の充実を図る Ａ
政策に反映できるよう地
域ケア会議を充実させ
る。

地域ケア会議の毎月
定例開催
東部地域　５会場
南部地域　３会場
西部地域　３会場
計　　　　　１１会場

年度末
各地域の課題等を明確化し、政
策に反映させることができる分
析手法を検討・確立する。

上半期：地域毎の会議内容等を精
査・分析し、各地域の個別ケースに
よる課題を明確にする。
下半期：各地域を総括する会議を開
催する。　政策に反映できる分析手
法を検討・確立する。

・各地域のケア会議の内容が把握し
やすいよう、記録などの保存先を同
一にした。
・地域課題を明確化し、政策検討に
反映させやすい様式案を作成した。
これにより東部で試験的に検討する
こととした。

・検討様式を検証し、全市統一様式
を定める。
・これを利用し、全地域のケア会議
で検討する。

・各地域のケア会議の内容が把握し
やすいよう、記録などの保存先を同
一にした。
・地域課題を明確化し、政策検討に
反映させやすい様式を作成し、これ
をもとに地域課題を抽出する手法を
見つけることができた。

・地域ケア会議での検討様式を検証
し、全市統一様式を定めた。
・これを利用し、東部地域で試験的に
検討をすすめた。
・各地域を総括する地域ケア会議を開
催した。

・地域ケア会議の検討シートを見直すこと
ができ、地域課題を発見しやすくなった。
・上半期と下半期にわけ、各地域を総括
する地域ケア会議を開催することで、地域
の全委員で情報共有することができた。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　地域包括支援センター 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成29年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・比
較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

大

和

更

生

園

、

ユ
ー

・

ホ

ッ
プ

ハ

ウ

ス

４Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔）活
動の推進

Ｂ
４Ｓに取り組むとともに、
特に整理・整頓・清掃を
重点的に実施する。

整理・整頓が隅々ま
で回らず、不要な書
類等が散見される。

平成29年12月末
整理・整頓を習慣化すること
で、業務が円滑に行われ、執
務環境が改善される。

①文書の電子化に伴う文書の整
理・整頓を行う。
②月末にはホルダー内の整理を
行う。
③月末の整理・整頓デーを周知
し、机上等の整理を促す。

①月末の「整理・整頓デー」を定め、毎
月の職員会議及び回覧板等にて周知
徹底を図った。
②共有フォルダ内の不用データーの削
除・整理を行い、利便性の向上に努め
た。
③整理・整頓デーには、机上・机の中・
掲示物等重点項目を定め取り組んだ。

①施設内共有フォルダの整理・整頓を
毎月1回以上行う。
②毎月の重点項目を定め、達成度の
確認作業を行う。

①システム内のホルダー利用は、
見やすく整理され作業効率が向上し
た。
②机上・掲示等は客観的に見て一
部改善の余地がある。

①施設内共有フォルダの整理・整頓を
毎月1回行った。
②毎月の重点項目（机の上、掲示物
等）を定め、達成度の確認作業を行っ
た。

・職員と情報共有できる時間短縮が図ら
れ、業務の効率性が向上した。
・会議資料などをPDF化し、職員間の情報
共有化が向上した。
・職員全員が気持ちよく快適な職場を継続
することで、利用者へのサービスの向上
が期待できるため、継続して取組む必要
がある。

業
務
改
善
取
組

②

大

和

更

生

園

、

ユ
ー

・

ホ

ッ
プ

ハ

ウ

ス

効果的なサービス提供体制の構
築

Ｂ
職種間の連携と情報共
有

平成28年度に、申し送
りに関する作業手順や
マニュアル等は確立し
たが、正確な記録及び
利用者の状態把握とそ
の共有が必要である。

平成29年12月末

申し送り手順書等のチェック
体制が確立され、職種間の
定例ミニ会議を毎月開催す
る。

①情報伝達に関するチェックリストを
作成する。
②支援員・看護師・栄養士等の視点
から評価し、課題を共通する。
③看護師と支援員のミーティングを
毎月開催する。
④情報等を個別支援へ活用する。

①利用者記録用紙の見直しを行い、重
要事項や記載例を明記して様式を一
新した。
②職種間のミーティングを毎月開催し、
会議録は共有フォルダを活用し情報共
有を図った。

①会議の担当制を定め、職種間の課
題を共有する。
②会議前に課題の対応案を職種ごと
に検討するとともに、利用者の状態把
握とその情報共有を図る。

①サービス等利用計画用紙が整備
され、個別支援計画に活用してい
る。
②職種間ミーティングで改善すべき
事項を明らかにし、具体策を職員会
議で周知している。

①利用者のサービス利用契約用紙を
作成し、全ての利用者に係る情報の
見直しを行った。
②職種間のミーティングは担当制を採
用し、毎月開催した。

・職種間での対応がスムーズに行われる
ことで、利用者に対する支援の資質向上
が期待できる。
・チームで適切な支援体制を構築するた
めには、生きた記録が必要であり、今後
の『支援手順』に活用していく。

重
点
取
組
①

大

和

更

生

園

、

ユ
ー

・

ホ

ッ
プ

ハ

ウ

ス

公共施設の適切な維持管理並
びにコスト削減

Ａ 指定管理者制度の導入

平成28年度に指定管
理者を公募するも候
補者無しとなり、今年
度募集範囲を拡大し
て再公募する方向性
について政策会議で
承認される。

平成29年度末
平成30年度から指定管理者
に経営を移行する。

＜上半期＞
①仕様書の見直し
②公募関係書類の作成
③保護者・利用者・職員への説明
④公募説明会の開催
＜下半期＞
①協定書資料の作成
②指定管理者への事務引き継ぎ

公募を実施し、応募のあった１法人に
ついて選定委員会へ諮問した。
①仕様書の見直し及び公募関係書類
の作成
②5/29　政策会議
③6/20　利用者・保護者へ説明会
④6/23　法人向け事前説明会
⑤7/7～8/18　公募
⑥9/28　選定委員会の開催

選定委員会から選定した旨の答申が示され
た。今後は指定管理者の議決後、協定書等
を作成し、来年度からの指定管理を目指
す。
①政策会議
②12月議会へ議案の提出
③議決後、協定に向けた協議
④協定書の作成
⑤利用者・保護者・職員への説明会（随時）

平成29年12月議会で指定管理者が
議決され、平成30年4月からの法人
運営に向けて準備が進んでいる。

①7/7～8/18　指定管理者の公募
②9/18　選定委員会の開催
③12/13　12月議会で指定管理者を議
決
④12/27　保護者・利用者への説明会
⑤1/10～12、2/7～9　職員への説明
会
⑥3/16　保護者・利用者への説明会

民間事業者のノウハウを生かし、きめ細
やかなサービスの提供が期待できる。

重
点
取
組
②

大

和

更

生

園

、

ユ
ー

・

ホ

ッ
プ

ハ

ウ

ス

キャリアアッププログラムの構築 Ｂ

サービス管理責任者の
育成と職員のスキルに
合わせた研修受講プロ
グラムの構築

H28年度に内部研修
の年間計画を策定し
た結果、内外研修の
延べ参加者は301人
（平均1人5回）となっ
たが、受講者の固定
化傾向が見られる。

平成29年度末

・サービス管理責任者資格取
得者１名、強度高度障害実
践研修修了者２名を目指す。
・職場内部研修を毎月開催
し、内外研修の延べ参加者を
350人（平均1人6回）とする。

①毎月行う内部研修の年度計画を作
成する。
②職員スキルに合わせた年間研修受
講プログラムを作成する。
③非常勤職員も含め、スキルに合わせ
研修受講者の応募を実施する。
④研修受講者による内部研修を実施
する。

研修計画に基づき、内外研修に参加し
た。
①内部研修計画を作成し、毎月実施。
②内部研修に延べ143人参加。
③外部研修に延べ21人参加。
④強度行動障害実践研修修了者1人。
⑤研修受講者の報告会の実施４回

引き続き、内外研修への参加を促進す
る。
①サービス管理責任者の資格取得者1
人。
②内外研修延べ参加者350人を目指
す。
③外部研修受講者による報告会を4回
開催する。

・サービス管理責任者資格取得1
名、強度行動障害実践研修修了者
1名。
・職場内研修を11回開催。
・内外研修延べ参加者270人。

①内部研修計画の作成と実施。
②職員スキルに合わせた受講プログ
ラムの作成。
③外部研修受講者の募集と受講勧
奨。
④外部研修受講者による報告会の実
施。

・新たに2名が資格を取得し、受講じた内
容を他の職員に伝えることで全体のレベ
ルアップにつながった。
・内部研修はインフルエンザの発生により
1月が開催できず、延べ参加人数も目標
値に達しなかった。

重
点
取
組
③

大

和

更

生

園

、

ユ
ー

・

ホ

ッ
プ

ハ

ウ

ス

おいしく安全安心な食事の提供 Ｂ
一人ひとりに合った食事
の提供

・平成28年度の１人
当たりの塩分摂取量
が15ｇ(施設等平均11
ｇ)
・嗜好調査の未実施

平成29年度末

・塩分摂取量について厚生労
働省の目標値である８ｇを目
指す。
・利用者の嗜好にあった食事
を提供する。

①支援員との連携により、利用者の嗜
好調査を実施する。通所利用者には家
族アンケート等で嗜好調査する。
②調味料や献立を見直すことで減塩対
策を行い定期的に塩分摂取量を算定
する。
③個々の残食量を定期的に確認し、記
録する。

①塩分の多い食材を見直して減塩献
立に取り組んだ。
②1人当たりの塩分摂取量を平均2ｇ減
らし13ｇとした。

①調味料の見直しなどにより減塩献立
に取り組む。
②利用者の嗜好調査を11月に実施す
る。
③利用者ごとに残食量の調査を行う。

・一人あたりの塩分摂取量を2.5ｇ減
らし、平均12.5ｇとした。
・利用者一人ひとりの呑み込み状態
にあった食事を提供した。

①塩分の多い材料を減らしたり変更し
たりした。
②調味料の使用量を減らして減塩献
立に取り組んだ。
③嗜好調査により好みを把握した。

減塩効果はすぐには表れないが今後も継
続するとともに、嗜好調査結果を生かしな
がら適切な栄養摂取ができる食事の提供
を目指していく。

重
点
取
組

④

大

和

更

生

園

、

ユ
ー

・

ホ

ッ
プ

ハ

ウ

ス

安全対策の推進 Ｂ
・集団感染症、利用者の
転倒等による骨折、公用
車の事故を防止する。

H28年度実績
・集団感染症発生と
公用車の事故はゼロ
・骨折３件（大和３件、
ユーホップ０件）

平成29年度末

集団感染症（食中毒・インフ
ルエンザ・ノロウイルス等）、
転倒骨折、公用車事故の発
生をゼロとする。

①利用者の乗降時、駐停車時の安
全確認の徹底
②朝礼による利用者ごとの安全確
認行為の周知徹底
③利用者全員の障害特性を整理し
たアセスメントシートの作成と更新
によるリスクの把握

朝礼や職員会議時等に安全運転を呼
び掛けたが、公用車自損事故の発生
があった。
①公用車の自損事故2件。
②利用者の転倒骨折なし。
③集団感染症の発生なし。
④転倒者のアセスメントシートを更新。

①毎月の職員会議や朝礼等で交通安
全を呼び掛ける。
②運転者へ「気を付けて」の声掛け。
③うがい、手洗い、マスクの徹底。
④インフルエンザ予防接種の実施。
⑤感染症予防研修会の開催。
⑥転倒高リスク者の移動時や夜間等
の見守り強化。

・インフルエンザに利用者4名が感
染。
・利用者の転倒骨折1名。
・公用車の自損事故2件。

①10/19　感染予防研修
②11/19　インフルエンザ予防接種
③手洗い、うがい、マスク着用の徹
底。
④移動時や夜間帯の見守り強化。
⑤身体機能低下防止体操の実施。
⑥朝礼等での安全運転の呼びかけと
「気を付けて」の声掛けの実施。

インフルエンザの集団感染及びノロウイル
スや食中毒の発生を防止した。利用者や
公用車の事故については、日頃から注意
喚起をしたが徹底が図れなかった。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　大和更生園、ユー・ホップハウス 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成29年度 組織目標管理シート

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・比
較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

ひ
ら
か
荘

入所者への対応再確認 A

入所者が気持ちよく支援を
受けるには、職員の明るい
対応や親切な対応が第一
である。今一度再確認し、
やさしく丁寧に接すること
で、入所者とのさらなる信
頼関係の構築を図る。

　
・感情のないあいさつ対
応
・たくさんの見落とし、聞
きちがい、見まちがい 、
勘違い対応
・いつもこれが当たり前
と処理する
・ちょっと待って、後でや
るからとたらい回し対応

年度末

・自分の家のような快適で自由な
明るく風通しの良い健康的な空間
を目指す。
・常に心身や感情を把握し臨機応
変に自然体で対応する
・今まで当たり前の対応をこれでい
いのかと疑問に思う習慣をつける
・「ちょっと待って、後でするから」の
たらいまわしはしない
・「報連相」を行い共通理解につな
げる。

・入所者が自分の家族、父母のような
愛情をもった対応
・見落とし、聞きちがい、見まちがい 、
勘違いをなくす
・当たり前を再確認
・ちょっと待って、後でするからは言わ
ない。
・常にメモを取り伝達する

・元気な挨拶の励行、愛情のあ
る対応
・一人一人の状況把握自然対応
・メモ、コミニュケーション、共通
認識を念頭に行動

・しっかりと利用者に向き合い、
見落とし、見間違い、勘違いをな
くす　　・「当たり前」を再認識
・常にメモを取り、伝達する

・一人一人に対してしっかり向き合
い、対応できている
・常にメモを取りお互いの情報の共
通認識ができている

・利用者個々人の状況把握、自然体
対応
・常に疑問に思い感じる行動をとる
・後回し、たらい回しにしない
・メモ、コミュニュケーション、共通認識
を念頭に行動する

・職員と利用者が話しやすい環境に努め
た為により、職員とのさらなる信頼関係が
構築された。

重
点
取
組
①

ひ
ら
か
荘

多様化するニーズへの対応 Ａ

高齢化に伴う重介護度対
応、認知症対応はじめ、障
害や精神疾患等を持つ入
所者の増加で従来の見守
り支援に留まらず、介護保
険制度や障害者総合支援
法に基づくサービスの提供
を行う。

（28年度実績）
・介護サービス利用者実
績　　18人
・趣味・クラブ活動の実績
年100回
・らくらく体操等の実施
年52回
・運動器具の利用者
10人

年度末

　
・介護サービス利用者実績
18人
・趣味・クラブ活動の実績
年110回
・らくらく体操等の実施
年52回
・運動器具の利用者
12人

・介護サービス事業所との連絡・調
整を常に図る
・趣味・クラブ活動の実施（毎週）
・健康体操の実施指導（毎週）
・自分の健康は自分で管理するとの
動機づけを推進する

・介護サービス利用者実績
20人
・趣味・クラブ活動の実績
年51回
・らくらく体操等の実施
年16回
・運動器具の利用者
８人

・介護サービス事業者等との連絡調
整を図る
・趣味・クラブ活動の実績（毎週）
・らくらく体操等の実施（毎週）
・運動器具利用の推進

・介護サービス利用者実績
23人
・趣味・クラブ活動の実績
年103回
・らくらく体操等の実施
年41回
・運動器具の利用者
８人

・利用者個々人に合った介護サービス
の提供
・定期的な園内レクリエーションの実施

・趣味レク活動が利用者の習慣となり、さ
らに利用者有志で自ら施設内の飾りつけ
等の制作を行った為、目標値を上回ること
ができ、利用者の生活意欲向上に繋がっ
た

重
点
取
組
②

ひ
ら
か
荘

生活支援施設の役割をしっかり
果たす

Ｂ
利用者の生活の質（ＱＯＬ）
の向上

・高齢化による身体機
能の低下
・身体機能の低下に付
随した精神的不安定
・地域阻害社会環境面
での不安

年度末

・自力で日常を生活できる身体・精
神状態を維持し、向上させる（利用
者全員）
・職員と入所者が、どの側面を高め
るのか確認し合い、計画を作成し
実行し実践していく（利用者全員）
・積極的に地域とかかわりを持ち
地域に根差した施設とする（各種
行事等３件）

・入所者の話を傾聴し、個々の具体
的な支援計画を策定をしＰＤＣＡを
行う
・それぞれの障害等に関する具体
的な支援対応を図る。
・春、秋の交通安全週間時、施設前
の横断歩道で中学生を見守る。保
育園での芋掘りへの協力、納涼祭
への地区住民の参加

・入所者の思いを傾聴する
・定期的なケアプラン検討会を行う
（月１回）
・交通安全週間での中学生の見守
り、納涼祭にて地区住民へのチラシ
での周知

・支援計画作成実施及び振り返り次
年度への計画反映
・個々の詳細支援計画の検討

・支援計画の振り返りを行った
・認知症の進んだ利用者には職員
の共通認識で対応した
・中学生の通学の見守りを行った

・入所者全員の想いを傾聴し個々の具
体的な支援計画を作成しＰＤＣＡを行っ
た
・支援計画の再点検、及び振り返りを
行い次年度の計画を進めている
・夏の全国交通安全期間に中学生の
通学時の見守りを実施

・振り返りを行うことで、次年度の目標値、
計画立案がしっかりと作成できた

重
点
取
組
③

ひ
ら
か
荘

健康で安全、安心.生き甲斐のあ
る日常生活

Ａ 事故・感染症の防止
・事故発生　１件（28年）
・感染症　罹患者０件 年度末

事故発生　０件
感染症罹患　０件

 
・２４時間サーポート体制をさらに強
化充実してゆく
・常に声掛けし微妙な体調変化や感
情変化に対応していく、感染防止の
ため手洗い、うがいを励行する

・事故発生　０件
・感染症罹患　1件

・ヒヤリハット報告の検証
・手洗い、うがい等での感染予防

・事故発生　０件
・感染症罹患　2件（インフルエンザ）

・協力医療機関との連携を密にしス
ムーズに対応した
・常に声掛けし微妙な体調変化に対応
した

・インフルエンザ2件発症したがどちらも、
同室者の感染だけで、食い止める事が出
来た。

重
点
取
組
④

ひ
ら
か
荘

今後の施設運営の方向性の決
定

Ａ

施設の老朽化に伴い,施設
改修時期 にあたって今後
施設改修および運営につ
いて民間委譲か、直営改修
で存続運営かを決定する

開設から42年経過し施
設全体が老朽化、狭隘
な２人部屋でプライベー
トがない

年度末

今後の施設改修や運営につい
て民間に委譲していくか、そのま
ま直営で行っていくのか方向性
を決定する

・高齢ふれあい課や関係機関との
協議
・利用者、家族との意見交換
・方向性の決定
・今後のスケジュールの計画
・議会等報告

・事務レベルでの検討会１回実施 ・今後のスケジュールの計画検討
・事務レベルでの検討会実施
・年度内での方向性の決定

・事務レベルでの検討会1回実施
・健康福祉部と外部との打ち合わせ1
回

・事務レベルでの検討会、外部との検討
の時間が取れずに停滞した

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　ひらか荘

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成29年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・比
較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

白
寿
園

・各職種間の連携充実 B
・情報の各職種間横断
化

・「報告・連絡・相談」
の徹底

・年度末
・日常的に「報告・連絡・相
談」ができる職場の実現

・毎日のミーティング継続実施
・責任者会議の継続実施
・各職種間に壁を作らない

・毎日のミーティング継続
・各職種の責任者で構成する責
任者会議を毎月２回実施
・各職種間の連携充実

・毎日のミーティング継続
・会議録と口頭で全職員に責任
者会議の内容を周知する
・各職種間の連携充実継続

・毎日のミーティングは継続中であり
達成した。
・責任者会議は毎月２回実施し、会
議内容を全職員に周知した。
・各職種間で連携して、業務を遂行
した。

・ミーティングの司会者を毎週変えて
実施し責任を持たせた。
・会議の内容をホルダーに記録し、閲
覧できるようにした。
・清掃員や相談員が入所者の見守り
等を行ない、介護業務の負担を軽減し
た。

・職員同士、気軽に「報告・連絡・相談」が
できる職場となった。

重
点
取
組
①

白
寿
園

・利用者の健康と安全確保 A
①介護・医療事故防止
②交通事故防止
③感染症防止

（平成２８年度）
①介護事故　３件
②交通事故　０件
③感染症　 　０件

・年度末
①介護・医療事故　０件
②交通事故　　　　　０件
③感染症　　　　　 　０件

①ヒヤリハット報告書の検証
②交通安全声かけ運動の継続
実施
③感染予防マニュアルの周知徹
底

①介護事故　１件・医療事故　０件
②交通事故　０件
③感染症　 　０件

①ヒヤリハット報告の検証
②交通安全声かけ運動の継続
③手洗い、うがい等での感染予防
対策

①介護、医療事故　３件
②交通事故　　　　　０件
③感染症　　　　　 　０件

①ヒヤリハット報告書の検討
②毎日の交通安全声かけ運動実施
③感染予防マニュアルの周知徹底

・毎日の交通安全への呼びかけ、また、感
　染予防に対するマニュアル等の周知徹
　底、及び勉強会等の強化により、目標数
　値を達成した。
　しかし、見守り不足等による介護事故が
　３件発生しており、報告書の更なる検証
　と職員への研修を開催し、今後の事故
　防止への喚起を行っている。

重
点
取
組
②

白
寿
園

・職員の資質向上 A
①職員勉強会の開催
②研修会等への職員派
遣

（平成２８年度）
①職員勉強会　１０回
②研修会派遣　　７回

・年度末
①職員勉強会　１０回
②研修会派遣     ７回

①定期的な職員勉強会の開催
②各種研修会への積極的な参
加

①職員勉強会　９回
②研修会への参加　５回

①定期的な職員勉強会の継続実施
②外部研修会への参加

①職員勉強会　１１回
②研修会派遣　　７回

①定期的な職員勉強会の開催
②各種研修会への積極的な参加

・今後、更に３～４回開催計画あり

・積極的な研修計画の策定、及び外部研
　修の参加促進により、
　①職員勉強会　１２回
　②研修会派遣　　８回
　と目標回数を上回った。なかでも感染症
　対策に関する勉強会の充実を図ったこと
　で、感染症の発生は無かった。

重
点
取
組
③

白
寿
園

・効率的な施設運営 A
・健全経営を目指した利
用率の向上

（平成２８年度）
①一般棟
（定員100人→90人）
②ユニット棟
（定員20人→18人）
③短期棟
（定員20人→10人）

・年度末
①一般棟：定員100人→95人
②ユニット棟：定員20人→19人
③短期棟：定員20人→10人

・効率的な入退所管理
・入院時における医療機関との
連携調整

①一般棟　９９人
②ユニット棟　２０人
③短期棟　１１人

・効率的な入退所管理の継続
・入院時の医療機関との連携充実

①一般棟：　　定員１００人→９９人
②ユニット棟：定員　２０人→２０人
③短期棟：　　定員　２０人→１１人

・効率的な入退所管理
・入院時における医療機関との連携
　調整
・ケアマネとの連携

・医療機関及び居宅介護支援事業所との
　連携強化により、入退院の状況把握が
　スムーズになり、また、居宅支援者の情
　報収集が円滑にに行えたことで、効率的
　な入退所管理ができた。それにより、入
　所定員が目標数値を上回る状況で推移
　した。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　白寿園 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容



■平成29年度

成果分析【outcome】

目標指標の内容 目標の基準値 目標達成時期 目標値 目標達成のための具体的方法 【　現　状　】 【ギャップと対策】 ①達成値・実績値 ②取組・行動内容 ③目標達成による成果

（何を）
（目標設定時の状態・比
較実績）

（いつまでに）
（どの水準までどうする･達成後
の状態）

(具体的な取組・行動の内容・スケ
ジュールの概要など)

上期(4月～9月)の取組実績
(具体的活動・行動)

下期(10月～3月)に向けた課題と
取組の予定(具体的活動･行動)

（目標の達成状況・
現在の状態）

(目標達成のために
行った取組・行動)

(目標の達成による効果、
目標達成できなかった事由)

業
務
改
善
取
組
①

老
健
お
お
も
り

一体感のある組織づくり B 「報・連・相」の徹底
利用者のサービス向
上、クレーム等に対
応

年度末
・担当者不在の場合でも同様
の対応が出来るよう、情報共
有の意識向上を図る。

・毎日（朝、昼、夕）のカンファレ
ンス及び各部門毎の申送りの充
実

・同職種間での情報共有は出来
ているものの、他職種間との連
携は不十分。

・全職員がカンファレンスノートに必
ず目を通すよう、毎日注意喚起を促
す。
・聞き手側に個人差があるので、大
事な件については何回も伝え続け
るよう心掛けるとともに、意識を持た
せるような伝え方にも注意する。

・他職種間との連携も毎日のカン
ファレンス、各部門でその都度の申
し送りもしっかり行っており、情報の
共有・連携が図られてきている。

・上半期で取った対策（聞き手側に個
人差があるので、大事な件については
何回も伝え続けるよう心掛けるととも
に、意識を持った適切な伝え方にも配
慮する。）に着目することで、十分な他
職種間との連携が取れるようになっ
た。

・多職種間との連携は取れてきている。引
き続き意識を持ち適切な伝え方に気を付
けながら、職員一人ひとりに確実に伝わる
よう心掛け、全職員が意識を高め、組織
作りに努めていく。

重
点
取
組

①

老
健
お
お
も
り

職員の資質向上 B 職員研修の充実

（平成28年度）
勉強会・予演会
①安全対策：２回/年
②感染対策：６回/年
③身体拘束：２回/年

年度末

①安全対策：２回/年
②感染対策：６回/年
③身体拘束：２回/年
④認知症対策：２回/年
⑤褥瘡対策：２回/年

・毎月実施する職員研修の年度
計画策定（各委員会との調整を
４月中に実施）

①安全対策：４回
②感染対策：５回
③身体拘束：０回
④認知症対策：１回
⑤褥瘡対策：０回

①夜間想定の防災訓練を含め４回実
施する。
②10月末に内部研修会を実施。その
後は随時勉強会を行う。
③一ヶ月に一回のペースでモニタリン
グを行い、解除を目指す。また、職員
の拘束に関する認識を確認するため
の勉強会を今後2回開催する。
④マニュアル確認のための勉強会を実
施する。
⑤10月の外部研修会後に予防・原因と
対策についての勉強会を実施する。

①安全対策：４回
②感染対策：７回
③身体拘束：２回
④認知症対策：２回
⑤褥瘡対策：２回

・各対策委員会とも、しっかりとした年
度計画を企画することで、予定通りの
無理のない職員研修が実施された。
また、必要性を感じ随時実施された勉
強会もあり、職員の資質向上に繋がっ
た。

・計画に無くとも必要性を感じ実施された
勉強会も実施あり、各部門毎及び個々の
資質向上にも繋がっており、是非とも継続
して実施していきたい。

重
点
取
組
②

老
健
お
お
も
り

安全で安心なサービスの提供 A

①介護等事故防止
②施設内感染事故
③送迎時の交通事故等
防止

（平成28年度）
①介護等事故：３件
②感染症発生：０件
③車両等事故：０件

年度末
①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両等事故：０件

①インシデント報告の分析によ
る事故防止（目配り・気配り・心
配り）
②感染対策マニュアルに基づく
予防の実施
③交通安全に対する意識の醸
成（時間にゆとりを持つ）

①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両等事故：０件

①カンファレンスの際の再発防止に
関する注意喚起を徹底させ、職員
一人一人が人任せにしない意識し
ての目配りに努める。
②下期では感染症の発生するリス
クが高くなるため、定期的な勉強会
を開催し、同様の対応が出来るよう
努める。

①介護等事故：０件
②感染症発生：１件
③車両等事故：０件

①以前のインシデントの再発防止に心
掛け、職員一人一人の目配り、気配り
が出来てきている。
②感染対策マニュアルの見直しと職員
への周知徹底を促した。
③送迎前の「気を付けて」の一言の継
続。

①職員一人ひとりが利用者への目配り、
気配りを行い、状態観察することで、ある
程度の介護事故が防げるので、今後とも
継続する。
②「疥癬」により一部感染症が発生した
が、その後の対応を周知したことで、最小
限に留める事が出来た。
③発生はしていないが、毎日の「気を付け
て」の注意喚起を今後とも継続する。

重

点
取
組
③

老
健
お
お
も
り

健全で効率的な施設運営 A
健全経営を目指した利用率
の向上

（平成28年度）
①入所利用者：96.4人/
日
②通所利用者：13.6人/
日
③在宅復帰者：2人/年

年度末
①入所利用者：97人/日
②通所利用者：15人/日
③在宅復帰者：3人/年

①効率的な入退所管理
②今年度から開設になる大森病院
の通所リハビリに該当しない利用者
について、担当者、各事業所と連携
を図り引き込んでいく
③在宅介護支援事業所や医療機関
との相互連携の強化

①入所利用者：95.1人/日
②通所利用者：12.9人/日
③在宅復帰者：0人/年

①９月のみの入所は98.4人/日と
なっているので、今の状態を継続
し、円滑な入所を心掛け、目標を達
成する。
②少しずつ新規の利用者もいるがＡ
ＤＬ低下による入院、入所への切り
替え等により依然として増加が見込
めない状況であるが、粘り強く相互
連携を強化し、目標値を達成した
い。

①入所利用者：95.63人/日
②通所利用者：12.90人/日
③在宅復帰者：0人/年

①秋以降の新規入所については、円
滑に行われていたが、年明けから体
調悪化による入院等が増加してきた。
②主治医意見書の「医療的なサービ
スの必要性」の欄にチェックが無い方
は、通所リハビリの利用が出来ない
為、その必要性を関係者に伝え、新規
獲得を図る。
③在宅復帰予定者が体調悪化により
入院及び入所の延期となった。

①体調悪化により病院への入院又は永眠
された方が多く、目標は達成できていな
い。入院後の再入所で予定された方につ
いても、中々戻れない状況です。
②新規利用者の獲得にも努力していた
が、長年利用していた方（特に回数の多い
方）の体調不良による入院、永眠等それ
を充足するまでには至らなかった。
③在宅復帰を希望していた使用者が、体
調悪化により長期の入院、長期入所と
なった。

重
点
取
組
④

指

定

通

所

介

護

事

業

所

安全安心で健全な施設運営 A

①介護等事故防止
②施設内感染事故
③送迎時の交通事故等防
止
④利用率の向上

（平成28年度）
①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両等事故：０件
④通所利用者：22.3人/
日

年度末

①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両等事故：０件
④通所利用者：23人/日

①インシデント報告の分析による事
故防止
②感染症対策マニュアルに基づく予
防の実施
③交通安全に対する意識の醸成
（時間にゆとりを持つ）
④関係機関と連携を密にし、潜在的
需要の掘り出しを図る。

①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両等事故：０件
④通所利用者：19.8人/日

①②毎日のミーティングとマニュアルの
確認を継続する。
③馴れ合いからの油断が無いよう、常
に注意喚起を行っていく。
④４月当初から比較すると、少しずつで
はあるが増加傾向にある。老健同様に
ＡＤＬ低下による入院等が見られるが、
事業所との連携を密にし目標を達成し
たい。

①介護等事故：０件
②感染症発生：０件
③車両等事故：０件
④通所利用者：20.5人/日

④各事業所のケアマネへ施設の空き
状況をこまめに連絡するとともに、大
森地区以外の送迎のルートを調整し、
新規利用者増に繋げた。

①②③については、発生件数は無く、引き
続き送迎時の「声かけ運動」をとおして職
員への注意喚起をし、安全で安心な通所
介護サービスを行っていきたい。
④通所利用率向上に努めてきたが、利用
者の体調悪化による入院が続き、目標達
成には及ばなかった。今後とも粘り強く新
規利用者の獲得に取り組んでいく。

目標に対する活動（上半期レビュー） 目標達成の状況【output・input】

健康福祉部　老健おおもり・指定通所介護事業所 組織目標管理シート

№ 課室
所名

目標項目
難易度
(ABC)

目標の内容


